




















































































































































順位 国　名 正味保険料 市場占有率
1 日　本 1570 19％
2 ドイツ ユ411 17％
3 　一フフンス 751 9％
4 北アメリカ 6！4 7％
5 イタリア 549 7％
6 スペイン 317 4％
7 英国（L1町州 294 3％
8 オランダ 257 3％
9 スイス 229 3％





















船　舶 450．8 483．1 一7％
運送貨物 722I2 783，4 一8％
航　　空 563．9 697，7 一ユ9％
字　　宙 142，O 146，0 一3％
合　　計 1878，9 2110，2 一1ユ％
（CESAM2004の資料から作成）
醐惚伽sMα伽榊sおよびPierreGustin、工坦s醐㈹㈱伽〃ακ伽切畑sτ仰炸
切磁sに拠りながら，フランスにおける海上保険の実際について貨物海上保険
を中心に紹介したい。
　まずフランスにおける海上および運送保険市場の特徴について紹介し，次い
で海上保険の歴史的枠組みについて簡単に触れた後，海上保険法の伝統的概念
（すなわち，フランス海上保険法の特殊概念）について述べ，貨物海上保険の
主要なメカニズムについて重点的に述べた後，最後に現行フランス貨物海上保
険証券等について解説する。
1－1．フランス市場
　フランスの損害保険会社が，海上その他の運送に係る諸種の危険を海上保険
および運送保険という間接的手段によって分散させるため市場を組織し，この
分野に特有の組織について国内的および国際的プランを作ることに専心してき
たことについては，他の国と変りはない。
　この点において，①国際取引，②国内取引，③市場構造，の三点から，フラ
ンス海上保険市場の特徴を見ることができる。
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1－1－1．国際取引
　輸出に関連した実際の取引割合，すなわちフランスの海上・運送保険会社が
引き受ける外国の稜保険者に係る契約の収入保険料は，同国の海上および運送
保険市場の収入保険料全体の第3位に位置し，フランス以外の被保険者および
フランス以外の危険の引き受けが全収入保険料額の40％以上を占めている。近
年，船舶あるいはオフショア建造物の懲設に関して外国企業がフランスで付保
する機会が徐々に増えており，またフランスの保険市場が他の保険市場にもた
らす専門的な貢献が増していることから，フランス保険市場の国際的注目と国
際的重要性は増大しているといえる。たとえば，！997隼には，フランスの保険
者は世界の主要海運国の国旗を掲げた5，000隻以上の商船の保険引き受けに関
与しており，また世界の主要な商船国の一つであるギリシャ船団の保険金額の
およそ33％を引き受けている。
　フランスの保険者は，前世紀以来，外国企業にフランス市場を広く開放する
」方，海外に多くの子会社，支店，委託店，代理店を配置している点も見逃す
ことができない。
1－1－2．国内取引
　フランスの海上および運送保険市場は，その恵まれた組織力とその市場の実
施する施策により，またその引き受け能力をもって契約者に競争的な料率を提
供し，有利な保険条件を提示するサービスによって，世界にその存在意義を示
すことに成功しているといえる。この点に関しては，特に以下の三点について
述べることができよう。
　（1）共同保険制度をもって，フランスの保険者は船主および荷主の保障
二一ズに完全に応じることができるということ。現在，フランス市場の一危
険，一事故ごとの引き受け能力は2億ユー口を超えている。またフランスの独
立市場は，相当の資本が投下される「オフショア」開発の分野の保険カバーの
かなりの割合を共同保険によって引き受けている。さらに，同市場は例外的な
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危険（戦争危険や異常危険）のカバーのために，かなり広範な保障を提供する
力を持っているということができる。
　（2）引き受け能力が増大した当然の結果として，どのように大きな危険に
対しても市場は料率決定の自立性を確保しているということ。この自立性は市
場の強力な維持能力（引き受けられた総保険料の40～50％）によってさらに強
化されている。この独立性は，とりわけ他市場によって利用される料率決定の
基礎と異なる基礎，およびこの市場に固有の契約の更新の規則によって示され
ている。しかしながら，この市場は，他市場と同じように，時として激化する
競争の精果生じる料率引下げの影響を受けている。
　（3）フランスの市場は，保険者と被保険者およびブローカーとの絶えざる
協議の緯果として出来上がった圃有の保険条件および固有の保険証券を有して
いるということ。フランス法の諸原則に墓づくこれらの保険証券および保険約
款は，国際貿易の二一ズや輸送技術の向上と輸送に関する法律の変更に応じて
再び注目されており，契約者の需要に応じて定期的に現状に合わせた改訂が行
われている。フランスの市場はまた，外国の保険条件，とりわけ英国の保険条
件でも多くの契約を引き受けている。
1－1－3．市場構造
　フランスでは，公称ユ00社以上の保険会社が海上保険および運送保険分野を
営んでいる。
　全体で言えば，これらのうちかなりの数の保険会社が実際上海上危険を引き
受けているが，下記表一5の通り，ユ996年には，そのうち上位ユ8社がこの分野
の取引高の90％近くを占めている。
　法人としての保険会杜および各種の国営保険会社の活動は呈引き受け代理店
（・gents・ouscrip蜘rs）と呼ばれる海上保険専門の代理店によって展開されて
おり，彼らは数社の委託を受けて危険の引き受けと損害の精算を行う強力な権
隈を有している。
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　　　表一5　1996年における会社別海上七運送保険の引き受け実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ユ0億フラン）
企業（グループ） 保険料収入 割合（％〕
AXA　UAPグループ ユ、953，174 26．5
AGFグループ ユ，43ユ，178 ユ9．5
ジェネラリ・フランス・グルーブ 518，205 7．0
PFA－ATHENA 387．781 5昔3
ガン・火災・災書 363，426 4．9
M㎜s相互保険 294，362 4．0
Navigat三〇netTransportグループ（CDC）206，496 2．8
Le　Conti皿e血t 198，221 2．7
再保険申央金庫（CCR） ユ93，275 2．6
アリアンツ保険・グループ 178，524 2，4
Helvetia 170，986 2．3
Commercia川nionグループ 156，676 2．ユ
Neuchateloise－Winterthurグループ134，058 ユ．8
ヨーロッパ・シグナ保険会社 100，000 ！．4
Samap／Amaf 87，950 1．2
AIG　Europe／Nice 79，475 ユ．1
Groupama 71，575 1．O
Su口A11iance　Assurmce　SA 70，930 1．0
主要18企業（グループ）小計 6づ596，292 89，7
その他55企業（グループ）小計 759，020 10，3
73企業（グループ）合計 7，355，312 100．0
　他の分野におけると同様，被保険者はその危険を付保するにあたってば，ブ
ローカーに頼っているが，伝統的に海上保険契約は海上保険専門のブローカー
によって付保されている。大規模なフランスの国内的および国際的ブローカー
業者が、それら運送保険分野に特化した部門を有している。
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　さらに，フランス市場において海上および運送保険事業を行っている企業
は，もっぱらそれら企業の補足的・補充的な業務を行う以下のようないくつか
の専門機関を有している。
　一フランス運送保険会杜協会（rAssociation　Francaise　des　Soc雌s　d’As－
surances　Tra皿sports：AFSAT）1これはフランス保険会社連合（Fεd6ration
FranCaise　des　Soci6t6s　d’Assurances1FFSA）の運送保険部門の専門グループ
であって，フランス市場で海上保険，運送保険，航空および宇宙の保険分野で
事業を行っている100社以上で構成され，フランス海上・運送保険組合（ユ917
年設立）とフランス航空保険業者協会（1934年設立）が合併して1995年1月1
日に組織された機関である。
　このAFSATは，運送保険者の利益の保全とその促進を主たる目的としてい
る。同様に，それはとりわけ市場で使用される保険証券および保険約款，専門
的および法律的研究ならびに危険の発生を予測するための固有の統計的研究あ
るいは技術的勧告を練り上げるための省察と行動の基本指針に基づいて活動し
ている。これらの使命をうまく達成させるために，AFSATは常設の調査委員
会を設置しており，そのうちのいくつかは海上保険部門専門の委員会である。
　一フランス海上・運送保険業者調査・サービス委員会（Co皿it6d’Etudes
et　de　Services　des　Assureurs　Maritimes　et　de　Transport　de　France：CESAM）：
1988年に設立されたフランス海上・運送保険業者調査・サービス委員会一一
般にCESAMと呼称されている一・は，フランスの海上および運送保険市場で
営業するフランスおよび外国の企業100社以上と約20の会員によって組織され
ている。CES舳は業界の利益を代表し，サーピスを提供する団体であって，
数十年にわたりフランス市場の発展と評価の向上に貢献してきた海上保険業者
組合（1’O・g狐isation　des　C㎝雌s　des　Assu卿・s　Maritmes）（1936年設立）の
後緯団体である。
　CESAMは，「そのメンバーに便宜を供与し，その経済活動を支援するこ
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と」を目的としており，加盟会社およびその被保険者に対して，鑑定，事故調
査，予防策およびとりわけ損害の把握とその解決，求償権の行使および訴訟手
続きといった專門的あるいは法律的な問題について適正なサービスを提供する
ことを主な活動としている。事実，船舶やオフショァの施設に生じた事故，あ
るいは海路・陸路・空路または河川で運送される貨物に影響を与える危険は多
数存在するが，これらの危険にさらされた利益を保全するためには，専門的か
つ法律的手段を遅滞なく講じることが不可欠である。これらの目的を達成する
ために，CESAMは，あらゆる運送の危険がもたらす種々の問題を解決し，速
やかに権利所有者への賠償を可能ならしめる專門家（法律家・技術的アドヴァ
イザー・発送業者・サーべ」ヤー等）を擁しており，こうして適宜，権利所有
者への補償を可能にしている。
　CESAMはまた，その加盟会社およびその被保険者に対して，海損精算人や
サーべ一ヤー協会との世界的なネットワーク，法律上あるいは技術上の情報収
集・資料作成，船舶や貨物の損害防止のための調査や勧告，為替による決済の
集申的な管理等，あらゆる種類のサービスを提供している。
　海損精算人は，保険者の代りに，運送中に被った損傷，滅失および海損の確
認作業を行うことを主たる目的とする。他の大きな海上保険市場と同様，フラ
ンス市場も海損精算人の世界的な組織網を持っているが，CESAMもまた，陸
上および河川運送の分野において専門の鑑定人の組織網の会社を有している。
1－2．世界市場
　国内市場において構成される組織と同様，海上保険の世界市場でも，19世紀
以降，国際運送保険連合（ゴUni㎝Intermtionale　d1Assurance　Transports）と
いう棲関を有している。
　ドイツの海上保険者のイニシアテイヴの下に1874年に創設された国際運送保
険連合は，その後，国際海上保険連合（Intemati㎝al　Union　of　Marine　Insur
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ance：IUM1）と改称されたが，これは現存する保険者の世界的団体の中で最も
古い。IUMIは世界中の海上保険者を代表し，その保護と情報収集，技術的発
展の遣求と促進を目的とする。その主要な業務の一つは，保険者によって作成
される保険証券の文言や多数の保険約款の調和を図ることである。IUMIはま
た，船舶の格付け方法の改善を受け入れ，その活動の重要な部分を海上保険に
関するあらゆる法律問題の研究と国際海法の統一ならびに運送危険の防止に割
くことに努めている。
　今日，IUMIは一その本部はユ946年以来スイスに置かれているが一各国
の54の保険者団体が加盟している。IUMIは海上保険および運送保険の発展に
積極的に貢献し，これを構成する異なる市場の共通の利害を代表する確固たる
国際的な規模の組織となっている。その作業はとりわけ，六つの常設委員会の
枠内で行われている。すなわち，貨物委員会，貨物の損害防止委員会，航洋船
舶委員会，エネルギーおよびオフショア委員会，責任委員会，そしてインラン
ド船舶委員会である。
　その使命を十分に果たすために，IUMIはまた，ある数の連絡員およびオブ
ザーバーをおいている。とりわけ，ニューヨークの国連，ジュネーブの国連貿
易開発会議（CNUCED一わが国では，UNCTADという表記の方が分かりや
すい），パリの国際商業会議所，あるいはP、＆I－C1ubや船級協会，欧州運送
業者協会のような私的な国際組織などと連携をはかっている。1996年以降，
「運送貨物」および「船舶」委員会と連携して，IUMIは保険契約の自由の推進
とその確保のための調整をはかっている。
　フランス市場はIUM工のすべての委員会の作業に参加している。これらの委
員会はIUMIの権限に属するあらゆる問題を検討し，年次総会の折には，その
勧告に基づいて行われる作業に関する専門レポートを提出する。これらのレ
ポートは一般に，時として保険とは無関係の技術者や専門家の意見を徴して作
成される。毎年，海上および運送保険にとって国際的な海事組織による研究や
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計画がどのような影響を受けるかについても報告を受ける。
2、海上保険の歴史的枠組み
　マルセイユにおいてすでに13世紀から冒険貸借が行なわれていたことを示す
記録が同市のブーシュ　デュ　ローヌ県五古文書館に保存されている公証人の
帳簿の中に多数見られるω。また一歩進んで売買を仮装した工379年2月ユ5日付
けの保険契約書（2〕もパリの国立図書館に保存されている。しかし，いわゆる真
正海上保険契約が最初に見られるのは15世紀の初頭である。すなわちラモンペ
リエのエロー県立古文書館には，非常に完成された形の1425年12月3巳付け海
上保険証券が保存されている。これは同市に住むJean　de　Ca．eau。なるジェノ
ヴァ人商人が，カタルーニャの帆船で工一グ・モルトからバルセローナまで運
送される織物の積荷について，工一グ・モルトに住むフイレンツェ人商人の
Jean　Jacob　Bo㏄assiに100ムートンドールの保険を付け，Bo㏄assiは5ムート
ンドールを受取ったことを表明したもので，担保危険は「海の，風の，人の，
火災の，盗難の，座礁の，味方の，敵の，並びにその他すべての人および神
の一・偶然事故」（㎝jus㎝mque　casus　fortuitus一、．、si㎝ti　de　mari寸de．entu，de
gentibus，de　insendio，de　rapina，de　naufragio，de　amicis，de　ini皿icis　et　alterius
㎝juscumque　damp㎜m　diYinm　seu　humamm，、、圭．）であった。さらに，この契約
は「フィレンッェ市におけると同じ条件で」（in　ta1ibus　in　vma　F1o．ensie）な
されていた。これは，当時すでに，公証人が定型化された様式の証書を作成す
る慣習があったことを証明する重要な証券であり，同時に，マルセイユで知ら
（／〕　S盆yous．ψc疵，p　470；Boite血x，ψαむ、pp．60＿6ユ，Baratier　et　ReyI1註ud，〃お＾伽陀d閉C例吻㎜〃o｛d直
　〃o冊例伽，1ユ，Paris，1951，p　885，Va16ry，J．、C㎝伽〃dλ∬洲o伽2〃α㎡f舳｛伽X∫π∫砧む〃（R自v口e
　Gξ皿きraleduDroit，delaL鋤slatio皿etdelaJunspr皿de皿㏄，19ユ5et1916）。一例として，マルセイユ
　のブーシュ・デュ・ローヌ県．t古文書館所蔵の1328年11月12目の用船契約書を挙げてお㍍この
　詳細については，拙著rフランス海上保険契約史研究』（成文堂。工999年）ゴpp，26－33参照。
ω　これについては，前掲拙著，pp．33－37参照。
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れる海上保険契約よりも一年古いものであって，現在われわれの知るフランス
最古の保険証券ということができる。これはラテン語で斉かれているが，上記
危険条項は，現存するユ4世紀末および15世紀初頭のトスカーナの保険証券のそ
れと類似している。さらに，本契約は上記の通り，「フイレンッェ市における
と同じ条件で」なされる旨が定められている。当時，、モンペリエにはGuo－
vami　Ventu・a，Be・na・do　Camese㏄hi，Ga1viano　de　Sal・iati等多数のトスカー
ナ人保険者がおり，この地では特にフイレンツェの影。響が強かったことが分か
る｛3〕。
　一方，マルセイユにはユ426年の真正海上保険証券が複数存在する。その保険
契約における保険者はRaphaεl　Castagne，Barthξ1emy　de　Marinis，Martin　Do－
mestさgue，RaphaεlCorezzaといったジェノヴァの商人であったこと，その後の
初期のマルセイユの海上保険契約を見ても，独占的にではないにしても，
Lombardino　diPassano，Julien　deCazaux，Giovami　deRe皿ezano，diMarinis家，
Corezza家，Doria家，Ve皿to家のPierreやAda㎜，Nico1as　Spinu1la，Ba1tha2ar
de　Pau1，Pe・ucci，Ceratori1等，ジェノヴァ人保険者が圧倒的に多いこと，初期
の保険契約がフイレンツェやピサにおいて見られるようなイタリア語のもので
はなく，ジエノヴァで行なわれていたようなラテン語のものであること，契約
内容や約款が他の地のものと比べて極めて少ないこと，さらには，マルセイユ
における海上保険契約書はジェノヴァにおけると同様に，公証人によって作成
されていること等から，マルセイユには，海上保険は15世紀の初頭にジェノ
ヴァ人から伝えられたと思われる（4〕。マルセイユでは，この近隣国ジェノヴァ
の影響はその後も長らく続いている工5）。
13〕モンペリエの海上保険葵約および1425年12月3目の海上保険証券については，葡掲拙箸，pp，
　83－87参照。
；4〕前掲拙箸，pp，39一真0参照鉋
｛5〕　1≡三⑪ユteu亜，oP，c工L，P，92
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　これら初期の保険契約は個人保険者一一般には金融業者一によって引き
受けられたものであるが，当時，保険者は多くの場合一つの港で何隻かの船と
いくつかの積荷について独立して営業を行う個人であったために，個人の勘や
経験に頼るこの仕事は投機，賭け，ギャンプルそのものであった。航海の安全
はまさに神頼みであって，そう考えると，当時の証書に見られる「保険を引き
受ける者はその魂を神の加護にゆだねる」という言葉は非常に重い意味を持っ
ているというごとを切実に理解することができるのである。
　したがって，当然のごとながら保険者たちは，集まって情報を共有し，自分
たちに申し込まれた危険を分担し合うために組織化される必要があるというこ
とを痛感し，利害を英有する集団を形成して行ったであろうということは容易
に想像できる。現在知られている最初の海上保険者の団体は1552年にフイレン
ツェに作られたものであるが，フランスでは，16世紀にいくつかの港に保険会
議所（les　chambres　d’assurance）が作られ，またユ668年には，コルベールの働
きかけによって出された王令によって，パリに「フランス保険・冒険貸借会議
所」（Chambre　d’assurance　et　de　grosse　aventure　de　France）が設立されてい
る。
　一方，16世紀末，あらゆるヨーロッパ列強の申で唯一海上保険に関する法規
を有していなかったフランスにおいて，事実たる慣習を要約したギドン・
ドゥーラ・メール（Guidon　de　la血er）がルアンの商人たちによって編纂され
たことについては周知のところであり，これについては別のところで比較的詳
細に述べた｛6）。
　ユ7世紀にはいると，海上保険に関する多数の法典や勅令が出されているが，
この中で特に注目すべきものは，1681年8月コルベールの指導の下に編纂され
た海事勅令（1℃rdomance　de　la　marine）である、ルイ14世親政下における経
16〕葡掲拙箸。PP189－193参照借
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済政策および行政全般の最高責任者として事実上の宰相ともいうべき重要な役
割を演じたこのジャン・バプテイスト・コルベール（Jean－Baptiste　Co1bert）
カ捌8〕，1665年，広範な権隈を付与された財務総監（Controleur　gξ皿εra1des　Fi－
nances）のポストに付いた当時（1669年には海事担当の国務卿（Secretaire　d！
Etat　a　la　Marine）も兼ねた），フランスの海運業は他のヨーロッパ諸国，とり
わけオランダやイギリスと比べて著しく劣・っており，ブルターニュや大西洋岸
の港では，オランダの船舶が我が物顔に振る舞っていた｛9〕。彼は，海軍と海上
商業の発展に多大の貢献をしたが，その業績の一つとして，その一皇、子のセー
ニュレ（Seignelay）と共に，最も熟練した人々をもって，諸港および海事申
心地において大規模な調査を行った後，海上商業に適用されるこの「海事勅
令」を作り上げたのである。この勅令は，裁判管轄権，船員，保護，保険，信
用，海上事故や海損等，あらゆる規定を盛り込んだ網羅的な法規であって，こ
の年英国でも『航海法』が，またスペインでは『インド諸島に対する勅令』が
公布されたが，1765隼にヴァラン（RenξJosue　Valin、ユ695－1765）が書いてい
るように，「知恵と英知の記念碑として」（comme　un　m㎝ument　de　sagesSe　et
d’inte11igence）多くのヨーロッパ諸国に採用されたのは，このコルベールの勅
令である。この勅令は大きな修正を施されることなく，『完全無欠の商人』の
ωMichelR・脆t。腕・ard∀1服・tCal⑪皿i，Be・蝸・dL卿…e．伽肋閉飾伽ω伽抑・㈹｝39
（8〕ジャン・バプテイスダコルベール（ユ619～83）は，太陽王ルイ14蜂の宰相として同王の幼児期
　を友え，モ因安定に絶大な貢献をしたマザランの家令を長らく務めていたが，マザランの死（1661
　年3月9則後も財務卿（Surmt釧dant畑fi皿a皿欄）として王国の財政を司っていたニコラ・
　フーケが因費乱用のかどで投獄された後，王国財政を委ねられ，！665年，広範な権隈を付与された
　財務総監のポストに就いた筥一鉾．ヒ幸治編「フランス史（新飯）」（山川出版批），肌204－206参
19〕ルイ！4世が彼に蘭船団と海箪の再編成を命じた時には，フランス海軍は滅亡に瀕しており，30門
　ないしヲC門の太砲を備えた8隻の軍艦しかなく，蘭船隊については。せいぜい200隻の航浮船を保
　有するに過ぎなかった邊こ棚こ対して，オランダは1万6，C00隻以上の船を所宥していた・一木
　村栄り火谷孝一」訳『フランス保険制度史』，pp昔4－5。
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著者として名高いパリの商人ジャック・サヴァリの草案になる1673年のr商事
勅令」とともに，1807年のフランス商法典に編入されている。しかも，この勅
令は，ほとんどこの諾規定を再録するだけであったといっても過言ではないほ
どにユ807年の商法典に大きな影響を与え，また今日でも現代の海上保険の大き
な諾原則に受け継がれており，また諾外国の多数の海法にも多大の影響を与え
た見事な作晶である。
　1686年には，フランス最初の保険会杜1a　Compagnie　g6n6ra1e　pour　les　assur－
ances　et　grosses　a∀entures　de　Franceが創設され，いくつかの類似の会社が興
隆したが，利害を共有する団体を禁じる共和国政府の命令によって解体きれ，
再度保険会社が登場するのは1817年以降のことである。
　海上保険の領域が，その後に発達した河川運送，隆上，次いで航空運送の領
域まで拡大されるのは，19性紀に入ってからである。この緕果今日の実務で
は，「海上および運送保険」（1’assurance　maritime　et　transports）と言われ，海
上保険と運送保険とが並び称されることが多い。固有の意味の海上保険取
引一船舶および海上運送貨物の保険一は，今日この分野の事業の中で最も
重要な部分を占めている。20世紀にはいると，1906年に法典化された「英国海
上保険法」（MIA）が世界の海上保険を広く支配することになるが，ロンドン
市場の影響力の大きさにもかかわらず，フランスの海上保険は，とりわけ明確
さと論理性によって特徴付けられるラテン精神のしみ込んだ仏法に基づくオリ
ジナリテイを保持し続けている。
3．海上保険法の伝統的概念
　歴史的観点からすれば，古い法規を分析することはそれなりの意味を持つの
であろうが，海上保険の歴史を研究するのが本稿の目的ではないから，それほ
ど古い法規にまで遡る必要はない。
　そこで，初めに1807年の商法典第2編「海商」の諸規定のうち，いくつかの
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点について簡単に解説する。これらの諸規定は1960年まで，すなわち150年に
わたってフランスの海事私法を規制してきたフランス海上保険法の特殊概念だ
からである。
　第2編「海商」の多くの規定が海上保険に割かれている。もちろん，第2編
の諸規定の全体とともに，この海上保険に関する規定も，コルベールの指導と
権威の下に起草され，かつ「ルイ14性の王令の中で最も美しい王令」（la　plus
belle　des　o．domances　de　Louis　X1V）といわれている1681年の海事勅令をほと
んどそのまま継承していることについては，上述した通りである。
　したがって，1807年商法典第2編はオリジナルな作品ではなく，この1807年
商法典の編纂に当たっては根本的な改革はあまりもたらされていないといえる
が，新たに導入された若干の法概念について述べておく。
3－1．フランス法における「海上危険」（fo吋unes　de　mer）概念
　フランスの保険者の担保の範囲および大きさを特徴付けるこの言葉は，以下
に示す通り，第350条の担保危険を列挙している規定の中に見られる。
　「暴風雨（tempεte），難破（卿frage），座礁（ξchoue鵬nt），偶発的な
衝突（abordage　fortuit），やむを得ざる航路・航海または船舶の変更
（ch弧gementSforcξsderoute，devoyage，oudeYaisseau）によって，また
投荷（jet），火（如u），占有奪取（pr立se），略奪（pillage），公権カによる
拘留（a・rξt　parΩ・dre　de　pulssanc・），宣戦布告（dξclaratio皿de　guerre），
報復（。eprξsail／es）によって，および一般にその他すべての海上危険
（化rtu皿es　de皿er）によって，保険の目的物に生じたすべての滅失および
損傷が保険者の負担となる。」
このfortu鵬§de鵬rを本稿では「海上危険」と訳した。これは「海の偶然
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的出来事」であるが，難破や座礁のような海を原因とする事故に限らず，航海
の過程でそれに関違して生じる一切の事故を含む。英国海上保険法第3条に規
定する血aritime　perilsに相当すると考えることができる。このfortunes　de
merの内容について最初に述べたのは，ユ9世紀初頭，Valinの後に現れた偉大
な弁護士・海法学者亘merigOnであって，彼は次のように述べている。「保険
者は海の上でまたは海によってもたらされるあらゆる災厄を担保する。」そし
て「これは幾分偶発的に起こる未知の，または異常なすべての出来事を意味す
る。」㈹
　したがって，第350条に規定する保険者の担保範囲については誤解を生じる
余地はないと思われる。なぜならば，同条に諸種の危険が列挙されているにも
かかわらず，このfortunes　de　merという言葉は（戦争危険を含めて）一切の
海上危険を含む包括的な概念だからである。したがって，保険の目的物（船舶
または積荷）に生じる危険については，このfOrtunes　de　merという言葉の一
般的な意味においておよびその言葉の範囲内で，問題なく保険者によって包播
的に担保される。
　したがって，保険者の責任について包括責任主義（systξme　synth6tique）を
採るフランス商法のメカニズムに従えば，明示的に免責されている危険を除い
て，一切の危険が保険者によって担保されるから，免責の立証貢任は保険者の
側にある。被保険者は単に保険の期間および範囲内において滅失または損傷・を
生じる出来事が発生したことを証明すれば足りるのであって，損害の原因まで
も立証する必要はない。
　このメカニズムはフランスの保険者の責任を常に支配しているということ，
およびこれは被保険者側に原因の立証責任を負わせる列挙責任主義（SyStξ血e
ξ㎜mεratif）に対時するものであるということ以上の重要な意味を持つという
O⑪　亘皿erigon，丁池栃d鮒＾舳㎜伽鮎刎d埋30㎝‘刎∫δ虹Gπo∬島丁、I，Marseille，1783，p．36α
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ことが強調される。
3－2　被保険者の側の不告知およぴ不実告知の概念
これらの概念は商法第348条に次のような文言で規定されている。
　「危険を過小評価させ，または危険の見積りの対象を変更させる被保険
者の側のあらゆる不告知，あらゆる不実告知，保険契約と認識との間のあ
らゆる相違は，保険契約を無効にする。
　不告知，不実告知または相違が保険の目的物の損傷または滅失に影響を
及ぼさなかった場含でも，保険契約は無効である。」
　これらの規定は厳格に適用される。すなわち，被保険者の不告知および不実
告知は，被保険者の側に願す意恩または詐歎がなかった場合でも，無効の絶対
原因となるのである。被保険者が善意であったことの証明をしても、裁判官ま
たは仲裁人は無効を覆すことはできない。不告知が損害にいかなる影響をも及
ぼさなかったとしても同様であって，契約は自動的に無効となる。
　1967年法は，この点に関し，被保険者に対して善意であったことの証明を認
めることによって一被保険者のために一この罰則の適用をかなりの程度軽
減した。
3－3，厳格な損害てん補原則の適用
　1807年の商法典の諾規定では，海上保険契約には損害てん補の原則が厳格に
適用されていることが分かる。これは，保険契約は海上危険によって失われた
価額だけを被保険者に回復させるにすぎないという考えと非常に強く緒びつい
ている。
　商法典は財産の全額について保険することを認めているが，損害てん補金は
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証明された物的損害を精算するだけの金額に限られる。すなわち，失われたま
たは海損を被った財産の現状を回復させるものでなければならない。これが，
保険がその損害てん補性を維持するために必要な条件であるとされ（第357条
および第358条），したがって，発航港における貨物の価額についてこれを保険
することを認めるが，希望利益（1e　profit　esp6r6）を保険することを認めな
い。なぜならば，これらは未必の債権にすぎないからである。これは保険を海
上危険に基づく賭博または購けに堕さしめないための期待。さもなければ法典
編纂者の配慮を示したものであるといえる。このために，1803年民法第1964条
によってなされている保険契約の定義は，保険契約は射倖契約一すなわち，
利益および損失についての結果が，すべての当事者にとってであろうとその中
の一人または複数の者にとづてであろうと，不確実な出来事の発生にかかって
いる双務契約一であるという点で，十分に尊重されている。
　商法典中のこの海上保険法の部分は，現代の需要に応じるために改訂される
必要があった。そこで，保険者および被保険者は，海上保険法申の諸規定の大、
部分が強行規定ではなく，普通保険約款および特別約款によって排除できるも
のである限りにおいて，その法規の多くの規定についてそれと異なそ規定を設
けることによってこれに対処してきた。商法典の改正や改訂が何度か試みられ
たが，緒局，1967年，海上保険に関する特別法の条文に最終的な改正が行わ
れ，その後，1976年の保険法典第七編に編入されるに至った（L．工7ト！条な
いしL．174－6条）。
4．1967年の法改正（1967年7月3日法および1968年1月19日の
　　デクレ）
　かくして海上保険は，陸上保険に関する法規とは別個の固有の法規の対象と
なった。海上保険の特異性が尊重されたのである。
　同法の特徴は以下のようにこれを列挙することができる。
　3ユ2
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　（1）第ユ条に従い，同法は「海上事業に係る危険を担保することを目的と
するすべての保険契約」を対象とする。主たる危険であり，かつ1967年法の対
象となる保険を特徴付けるものは、海上危険である。
　L．173－19条は，被保険航海の全体，とりわけ陸路，河川および空路で行わ
れる部分をも海上保険法に従わせることによって，同法の広義の性格を追認し
ている。海上という場所が優先され，したがってたとえ損害が陸上で起った場
合でも，海上が出発地から到達地までの運送を支配するということになる。す
なわち，遭用される法規の単一性を強調する必要がある。
　（2）海上危険（fort㎜es　de鵬r）の担保は保険に対してできるだけ広範囲
な担保内容を付与するものであると理解した上で，ユ681年の海事勅令から生ま
れたフランスの法律的伝統に忠実なL．172－！！条は，次のように規定している。
「保険者はすべての海上危険または不可抗力的出来事によって保険の目的物に
生じた物理的損傷を担保する。」すなわち，本条は，保険者の責任について包
括責任主義を採っているということが分かる。
　（3）1967年法（保険法奥錦7編）は，海上保険が商行為であるとともに国
際性を有しているという二重の性格によって正当化されるところの，契約白由
の原則を大幅に契約当事者に認める法的な枠組みとなっている。
　海上保険は，商法第633条が「すべての保険および海商に関するその他の契
約はこれを商行為とみなす」と述べている運り，商行為である。
　この保険分野の商行為性および国際性は，ユ967年法の立法者が考えていた方
向佳と実際に行った選択を正当化するものだといえる。すなわち，同法の諸規
定の多くは当事者の意思を補完する任意規定にすぎない。公序良俗に反するも
のとして契約によって排除することができない強行規定はわずか13か条にすぎ
ない。
　これは海上保険というものは，船舶所有者，用船者，工葉製品の輸出業者，
原材料の輸入業者，穀物や消費財の取引業者等々，主として豊富な知識と経験
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を有する商人や実業家を対象としているという事実によって説明できる。これ
らの職業は自分たちの保持する経済力がそれ自体保険者と被保険者聞の金銭の
提供の」定の均衡を実現しているために，法律の保護を求めないすべての経済
的動因となっている。
　（4）以下のような問題は。公序良俗性を有する法の諸規定によっても説明
することができる。
　　一すべての適法な利益は，希望利益を含めて，保険につけることができる
　　　（L，171－3条）。
　　一被保険者の不作為，不実告知，不告知は保険契約上のすべての権利を無
　　　効とするわけではない（L．172－2条）。被保険者は善意であったことを
　　　立証することができ，この場合には保険料の再調整を行うことにより契
　　　約を維持することができる。
　　一保険金額の合計が保険の国的物の価額を超える重複保険は，保険金の精
　　　算のときにその事実を保険者に通知した場合に隈り，保険の目的物の実
　　　価を超えないことを条件に，有効である。
　　一被保険者の故意の，許容できない詐歎の結果を保険につけることはでき
　　　ない（L．172－13条）。
　　一法は，流通可能で譲渡可能な保険証券の所持人である善意の第三者を保
　　　護する。保険料の未払いによる保険契約の停止または解除は，停止また
　　　は解除の通知の到達前に保険証券が彼に譲渡されたときは，彼に対抗で
　　　きない（L．172－21条）。
　（5）法の柔軟性および任意規定性を依然として強調する必要があるとして
も，被保険者の保険者に対する義務を明確にしておく必要がある。これについ
ては、いくつかの条文で規定されているが，この義務は保険に関するブランス
の国内法よりも，むしろ海法に関する国際私法に従属するものであるといえ
る。
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　担保は，被保険者が船舶所有者，運送人，活発な荷主として行動することを
暗に示している。したがって，用船契約法や海上物品運送法が認めているのと
同じように，被保険者に課される相当の注意義務（アングロ・サクソンの用語
で言えば，due　diligence）というものが海上保険の墓礎にある。
　こうして，L，172－！3条はこれについて次のように規定している。
　「被保険者およびその陸上の担当者の過失がある場合においても，損害
が被保険者が保険の目的物に発生する危険を避けるために合理的な措置を
講じなかったことによって生じたことを保険者が証明できなければ，被保
険危険は依然として担保される。」
L，ユ72－19条はさらに付け加えている。
　「被保険者は船舶または貨物に関連するすべてのことに対して合理的な
措置を講じなければならない。」
　こうして被保険者は，自己の棒隈において，発生するすべての事態に対して
合理的なあらゆる措置を講じる義務を負う（L，ユ72r19～37条参照）。
5。海上保険の国際性
　海上保険は，海上事業または海上運送を伴うために，外国市場との麓争にさ
らされる国際的な性格を帯びた保険である。そこで，フランスの立法者は，国
内法の中に欧州指令を粗み入れることによって一他の分野の保険に先立って一
契約当事者に対してその保険契約に「適用される法の選択の白由」を認め，海
上保険にサービスの自由提供（LPS）を課した。したがって，ここには，海上
保険の法的枠租みを構成する国際海事私法の影響が強く出ている⑪
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　（！）この法は20世紀の間中，万国海法会（CMI）という私的機関のイニシ
ァティヴの下に置かれている。専門家によって構成されるこの万国海法会は，
最終的には国際条約の形で各国が署名し批准するような条文案を作成してき
た。これが19！0年から1970年にかけて採択され，海商の国際的な法的枠組みを
構成することになったおよそ20の条約である。
　CMlの労作であるこの］群の条約は，以下のように分類することができる。
　　一海上事故一一船舶の衝突および救助
　　一船客および貨物に対する海上運送人の責任
　　一船主責任
　　一訴訟手続き　　民事裁判所および刑事裁判所の権限，船舶の差押え，海
　　　事債権および抵当
　これらの条約のほかに，「ヨーク・アントワープ規則」（Rさgies　d’York　etび
Anws）もCMIの管理下で定期的に見直されてきた。
　船舳所有者または海上運送人の民事責任または契約責任の問題はとりわけ海
上保険者の担保範囲に係る内容であるだけに，海上保険に関する海事私法に対
する国際条約の影響は，これらの責任について定めている限りにおいて非常に
大きい。
　船舶の衝突，海難救助，共同海損のような海上事故は，その結果が損害を生
じうるものである限り，CMIによって作られた国際条約により定められた範
囲内において保険者により負担される。
　同様に一海法に関する条約が批准の手続きによって一海商を律する法を
世界的水準で統一することを可能にしたけれども，これらの条約は加盟国の国
内法と国際法を調和させるのに役立づたということを指摘する必要がある。こ
の点については，フランス法がいい例であって，たとえば海上事故に関する
ユ967年7月7日法は，一つは衝突に関する，もう一つは海難救助に関する1910
年の二つの条約の諸規定をそのまま受け入れており，また1984年12月21日法
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は，1976年12月19日の海事債棒に関する責任制限条約の諸規定に傲っている。
　（2）海商関係者の全体にとってほとんど普遍的な慣習や奥拠となっている
のは，英国の「1906年海上保険法」（Marine　Insurance　Act19061M1A）であ
る。
　英国における海上保険を律するこの国会制定法は，すべての海商国，とりわ
け英連邦諸国，英語圏の諸国および極東諸国によって利用されている。フラン
ス市場で引き受けられる保険証券の中にも，海上保険契約に適用される法の自
由な選択を契約当事者に委ねている隈りにおいて，任意に同法に拠っているも
のがある。
6．海法の近年における変遷
　上記CMIの労作であるいくつかの国際条約の原案は，海商の専門家によっ
て検討され，（各国がこれらを批准する前に）調整がなされてきた。これは主
に商取引の当事者たちによって出された多様な意見を尊重した，取引や経済的
均衡に関する条文についてである。犠牲損害について言えば，これらの国際条
約では，犠牲を行う手段や梱当の注意に関する義務，過失に対する責任など
は，損害を引き起こした者に一般に課される。
　しかし，この目的を補完する二つの規定がこ牝らの条約に挿入された。ま
ず，船舶所有者および海上運送人は，損害賠償額について責任制限を享受し，
損害を全額賠償すべき義務を負わないという規定。次いで，彼らに対して免責
を認め，同時に彼らに立証責任を課す規定である。こ牝は確かに途方もない共
通法の責任制限規定であるが，しかしこれらは海商の発展に貢献しているので
ある。
　しかし，70年代になると，CMIの役割は徐序に減遺していった。CMIは，
国連に属する政府機関，すなわち国際海事機関（OMI）と国連貿易開発会議
（CNUCED）のおかげで，条約に関するイニシアテイヴを失ったのである。
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　この権隈の移行は，海法条約の概念自体に目立った変化をもたらした。すな
わち。政府の特権が民問の発意の後を継ぐことになったのである。国際商業の
専門家は，政府機関のメンバー国の政治的要求の前に，姿を消さざるをえな
かった。
　採られた新たな方向は，国際条約の範囲や内容自体に後戻りできない改箪を
もたらした。海事私法は今日，公法のいくつかの強行法規の前に姿を消さなけ
ればならない。船舶所有者，運送人，荷主および保険者は，自分たちの享有す
る「契約の自由」の幅が小さくなったことを知るのである。
　政府機関が熱心に追い求めた二つの目標は，次のものであると思われる。
　　一公害や汚染によって生じる損害を防止し，これらに対して海の環境を保
　　　護すること
　　一実効性を高め，犠牲者を保護するために，CMIが調整してきた以前の
　　　制度と比べて過重な内容の規定を設けることによって，責任制限を廃止
　　　すること
　この点に関して言えば，OMlによって作られた新たな三つの条約が注目に
値する。
　　一海上油濁損害の賠償に関するユ969年の条約。これは1992年の条約によっ
　　　て修正された。
　　一海難救助に関する1989年の条約。その第13条は，救助報酬には「環境損
　　　害を予防しまたは軽減するために行う救助参加者の権限およぴ努力」を
　　　も計算に入れなければならないと規定してい乱
　　一1996年の危険貨物または有害貨物によって生じた損害に対する責任およ
　　　びその賠償に関する条約（HNS－SNPD）。今後，核燃料を動力とする船
　　　舶の所有者にのしかかる責任は無過失責任であり，船舶所有者の過失を
　　　立証することなく，単に損害を被ったという事実のみで自動的に責任を
　　　生じる。さらに，この責任は船舶所有者（石油タンカー，あるいは危険
　318
　　　　　　　　　　フランス海上保険の実際　　　　　　　　　　　　　57
貨物または有害貨物の運送人）のみに集中され，船舶外の代理人や経済
行為者にその責任を転嫁する可能性はないであろう。
　責任制限（または賠償額の制隈）の概念について言えば，定められた額が
徐々に高くなるにつれて，矛盾を生じてくる。例として，四つの数字を挙げれ
ばよく分かる。
　　一油濁に対する損害賠償額としては，補償金は一船舶のトン数に応じ
　　　て一1事故1船舶につき300万DTSないし5，970万DTSである。
　　一危険貨物または有害貨物による汚染に対する損害賠償額としては，補償
　　　金は一船舶のトン数に応じて一1事故1船舶につき1，000万DTSな
　　　いし1億DTSである。
　　一海の環境を防衛すべきであるという考えや損害を賠償すべきであるとい
　　　う意思によって，新たな条約の草案起草者は，損害の賠償に影響を及ぼ
　　　す金額を大幅に増額し，賠償基金を複数化することによって，責任制隈
　　　の概念を限度まで高めていったのである。
　国際海法の実際の変遷はこのようなものであった。こういった変遷に追随し
てきた経済行為者，とりわけ保険者が，今度は商取引および保険自体の国際化
を考慮して，こういった流れを抑制する方向に働くことが予想されよう。
7．運送貨物保険のメカニズム
　運送中の財貨が滅失や損傷を被ったときに，運送貨物保険に不可欠の性格を
いっそう良く理解することができる。そして，郵便物を含め，利用される運送
手段が何であれ，求償権行使の観点から，複雑な法律問題および時として実務
や射倖契約に運送人の責任の追及の問題がしばしば加えられる。
　一般的に言って，実務上，貨物の運送に関する経済的，技術的および法律的
なシステムは，運送人と積荷所宥者の閻で危険の分担を行い，また彼ら個々の
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権利と義務の均衡の取れた配分を行うものだということを忘れてはならない。
適用される条文，国際的な法令または条約は，運送手段が何であれ，ほとんど
システマティックに運送人に対して不可抗力（アングロ・サクソンの法でいう
Act　of　God）を免責してい孔
　さらに，運送人の責任を追及する場合でも，その責任は制限されている。一
方，ある種の規制によって，求償権の保存および行使の方法についての定めが
設けられている。この方法が遵守されなければ，示談によっても裁判によって
も，稜った損害に対するある種の求償権を行使することができない。
　これが，売買契約および運送契約とともに，保険契約が商取引の実現に不可
欠の法的支持を得ている理由である。かくして，海上を運送される積荷の保険
一一般に貨物海上保険と呼ばれているiについては，保険契約は，担保さ
れる危険が発生した場合に財産の所有者に損害をてん補するためばかりではな
く，信用手段および外国貿易の手段としても利用されるのである。実際，法律
上，積荷を表象する船荷証券および保険証券等から成る船積書類がなければ，
商取引に融資する銀行はいない。
　自分たちの権利義務を世界的にコントロ」ルするために，外国貿易業者たち
は，国際商業会議所によって作成され，一般にInCOter血Sという名称で知られ
る取引条件を享有している。
　1990年以降，13のIncσtemsがあり、そのうち最も多く使用されるのは，
FOB条件とCIF条件である。FOB条件では，契約で定められた船積み港で貨
物が本船の手すりを越えた時に，売主はその貨物に対する引渡しの義務を果た
したことになる。したがって，運送中の危険に対する保険は買主がこれを付け
る。CIF条件でも，危険および所有権は，貨物が本船の手すりを越えた時に移
転するが，売買契約の条件に従って売主が貨物に対する保険を付けなければな
らない。
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8．フランス貨物海上保険証券
　　よび単独海損不担保条件
オール・リスクス担保条件お
　フランス海上保険および運送保険市場で現在使用されている代表的な保険証
券には次のものがある（1刀。
　フランス船舶保険証券（Police　frangaise　d’assura・ce　maritime　su・corps）
　フランス貨物海上保険証券（Pc／ice　franCajse　d！assurance　maritime　sur《fa－
Cu1tεS》）
　フランス陸上運送貨物保険証券（Police　f・angaise　d’assurance　des　mar－
chandisest・anspo・t6esparvoiedete・re）
　フランス河川運送貨物保険証券（Police　franCaise　d’assura皿ce　des　mar－
ch乱・disestran・portεespa・v・ienu・iale）
　フランス航空運送貨物保険証券（Police　f・angaise　d’assurance　des㎜ar－
c止・ndisest・・皿spo・t6・sP・・voieaξ・iem・）
　これらの保険証券は，伝統的な英国のロイズS．G。保険証券およびそれに基
礎を置く保険会社様式の保険証券（Co皿panies　Combi・ed　Policy）が，世界貿
易開発会議における採決の結果を受けて，急違！982年（貨物海上保険証券およ
び協会貨物約款）および工983年（船舶保険証券および協会船舶約款）に全面改
訂されたときに，その後を追ってフランスでも，たとえば船舶保険証券がユ983
年12月ユ目に，また貨物海上保険証券が同年6月30臼に改訂された。その後，
現行のフランス船舶保険証券がユ998年1月ユ日に新たに制定し直され，2002年
1月ユ日に改訂され，現行フランス貨物海上保険証券がユ983年6月30日に新た
に制定し直され，！990年2月ユ6日，1998年10月22日および2002年7月ユ日に改
（⑭　フランス海上保険およぴ運選保険市場で翼征使用されている保陵証券は，もちろん，これ以外に
　もたくさんの種類がある。
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訂されている。したがって，フランスでは，これらはすべて1976年の保険法典
制定後に制定されたもので，英国海上保険証券・協会約款の影響を受けながら
も，依然として独自の保険証券様式および保険約款の規定を有している。
　これらの保険証券（および普通保険約款。フランス語でいうpolice　d’assur．
anCeには普通保険約款を含むので，本稿では，特に区別する場合を除いて，
この言葉には普通保険約款の規定を含む。）には，当然1976年の保険法典制定
以前保険証券様式もさることながら，とりわけ現在の普通保険約款の規定に
至る歴史的変遷があったはずである。そして，この現在の保険証券ができるに
至った過程，変遷については別の機会にこれを述べたo葛。
　そこで・こごでは。現在フランス海上保険および運送保険市場で使用されて
いる代表的な上記保険証券のうちで，貨物海上保険証券について簡単な解説を
施すことによって，その内容を紹介することにする。
　19世紀，フランスの海上保険は，その後に発達した河川運送，陸上運送，次
いで航空運送の領域にまで拡大され，この結果今臼の実務では，これらの保険
を一纏めにして「海上および運送保険」（1’assurance　maritime　et　transports）
と言い，海上保険と運送保険とが並び称されるのが普通である。既述の通り，
この「海上および運送保険」の申心は，もちろん，船舶保険および貨物海上保
険である。貨物の「海上および運送保険」は，商晶の製造業者，卸売業者ある
いは輸出入業者等に対して，その商品が海上，陸上，河川または航空運送中に
さらされる危険が発生したことによって生じる損害をてん補することを目的と
する。
　このうち・貨物の海上運送中の危険を負担するのが貨物海上保険であり，実
際には二種類のフランス貨物海上保険証券が用意されている。これら二種類の
保険証券ほともに，反対の特約がない限り貨物を「倉庫から倉庫まで」の条件
胸　前椙拙著，第2部第ユ掌序論，p－204以下参照、
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で担保する。これらの保険証券には上述の通り普通保険約款の規定が併置され
ているが，これは，個々の貨物について個別的な内容で契約を締結する各種特
別約款によって補完される。
　フランス陸上運送貨物保険証券，フランス河川運送貨物保険証券およびフラ
ンス航空運送貨物保険証券はそれぞれ各一種類あるが，これらを含めて貨物保
険証券（または契約書様式）はすべて，保険者によって一方的に作成されたも
のである。しかしこれらについては，効率的かつ正確で適応性に富み，すべて
の当事者にとって満足のいく内容の実現を目指して，被保険者および仲立人の
代表によって十分な検討がなされ，保険者との協議を通して，共通の認識の上
に共通の解釈が施されてきた。また，これらの保険証券は，フランス法の大原
則に墓づいて，国際取引の必要と輸送の技術的および法律的発展に応じて定期
的に見直され，調整されてきたのである。
　陸上運送貨物，河川運送貨物および航空運送貨物の保険証券には，フランス
貨物海上保険証券と同様に，個々の輸送や貨物の種類に応じて保険者および被
保険者が利用することのできる多数の追カロ約款がある。ただ，普通保険約款の
規定については，フランス市場で使用されている上記各種保険証券の内容はほ
とんど同じである。
　世界の他の大きな海上保険市場でも，同じようにそれぞれ固有の保険証券様
式を宥しているが，周知の通り，運送貨物の海上保険について世界中で最も多
く使用されているのは，英国市場の保険証券および協会貨物約款（InStltute
Cargoαauses）であり，これを律する法は，同国の「！906年海上保険法」
（MarineInsur卿ceAct1906；MIA）である。これも既に述べた通り，英国にお
けるこれらの保険証券様式および約款，あるいはこの国会制定法は，すべての
海商国，とりわけ英違邦諾国，英語圏の講国および極東諾国において利用され
ており，フランス市場で引き受けられる保険証券の中にも，海上保険契約に適
用される法の自由な選択を契約当事者に委ねている限りにおいて，任意に同法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　323
62
に拠ってい名ものがある。
早稲田商学第406号
8－1、フランヌ貨物海上保険証券
　そこで，主にフランス貨物海上保険証券（Police　franCaise　dlassurance　mari－
time　Sur《faCu1tξS》）のメカニズムについて解説する。次いで，フランス陸
上，航空および河川輸送貨物の保険証券について解説し，そして最後に，特約
によって担保される戦争その他類似の危険に対する保険についても簡単にふれ
る。
8－1－1I適用領域
　この保険証券は，運送人によって運送されまたは引き受けられる貨物がたと
え一部でも海上輸送される場合の貨物に適朋される。この保険証券は，包装さ
れ梱包されて，船齢16年未満，トン数500トン以上でかつ代表的な船級協会の
一つによってユ級に格付けきれた船舶に積まれる新品の貨物（facult6s
neuVeS）を担保する。しかしながら，被保険者が善意の場合には，船舶に関す
る条件が充足されていなかったことを知った後直ちに保険者に通知することを
条件に，「担保が継続」されることが規定されている（第2条）。
8－1－2．担保の範囲
　担保範囲がどのようなものであれ，フランス貨物海上保険証券は基本的には
物保険であって，民事責任の保険ではない。ごの保険は単に被保険貨物自体の
物理的損害をてん稀するにすぎない。そしてこれは貨物運送中の危険につい
て，すなわち受益者である被保険者，荷送人，荷受人またはこれらの担当者，
代理人または権利所有者の意思に反する出来事や行為の発生に対して貨物を担
保するにすぎない（第3条第1項a号，第5条）。
8－21「オール・リスクス担保」の保険証券
これは，「被保険貨物が被る物理的損傷および滅失ならびに重量または数量
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の喪失を担保する」旨定める（第5条第1項）。したがって，免責される旨明
定されている危険を除くすべての危険，事故，偶然的出来事または海上危険
（fortmes　de　mer）が担保される。
　しかしながら，貨物の盗難または行方不明については，損害を被った梱包が
盗難の痕跡をとどめているか，または梱包丸ごと行方不明になったことが損害
証明書または書類によって証明さ牝た場合にのみ担保される（第5条第1項第
1号）。また甲板積み積荷については厳格な規定が設けられており，船舶が
「適当な設備を備えている」かどうかにしたがって区別がなされ乱すなわ
ち，適当な設備を備えている船舶一すなわちコンテナ船一については，そ
の甲板に積まれた貨物は，「オール・リスクス担保」の恩恵を受けるが，適当
な設備を備えていない船舶については，担保は「単独海損不担保」条件に制限
されることになる（第5条第ユ項第2号。なお後述参照）。
　滅失および損傷に加えて，被保険者が要求する担保を補完するのに必要な各
種費用（海損費用）もてん補される。すなわち，貨物を滅失または損傷から保
全するために合理的に支出される賛用（損害防止費用），航海の中止または申
絶の場合に支出される費用（保険者は貨物の荷卸し，倉入れ，積替えおよび仕
向地への継搬に要する費用を，それらが合理的に支出さ牝たものであることを
条件にてん補する），そして，被保険貨物の芙同海損および救助料に対する分
担額（保険者は，この分担額をてん補するために被保険者に代位することがで
きる一第6条）である。
8－3コ「単独海損不担保」条件（Franc　d’avaries　particu1iらres　sau㌧）の担
　　　保範囲
　保険証券に列挙された偶然事故による単独海損以外の単独海損（aVarieS
p鮒icu脹res）を担保しない「単独海損不担保」条件（Gar狐t1e叩AP
S砒．、。蜆）のうち，上記の「オール・リスクス」担保条件の規定と異なるのは，
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「第2章一保険の範囲」の規定のみで，それ以外の第1章，第3章，第4
章，第5章および第6章の規定はすべて同じである。このフランス語のGa－
rantiゼFAP」Sa瓜。、｝（r単独海損」不担保）という言葉は誤解を招くが，これ
は保険証券中に列挙された担保危険によって生じた貨物の滅失および損傷のみ
をてん補する，いわゆる「限定危険担保」条件と考えると分かりやすい。すな」
わち，本保険では，保険者が担保するものとして列挙されている（難破，座
礁，衝突，浸水等の）重要海上危険，とりわけ（洪永，津波，噴火，地震等
の）自然災害を含む重要陸上危険，ならびに（火災，爆発等）陸上および海上
で発生する不可抗力事故（または原因のはっきりした事故）などによって生じ
た貨物の滅失および損傷のみをてん補するGarantie叩AP　Sauf6・ξnemenに
majeurS叩の意味である。
8－4．免責危険
　「オール・リスクス担保」条件でも「単独海損不担保」条件でもその第7条
において，免責される危険を列挙している。
　「オール・リスクス担保」条件では，1、没収，仮処分，徴用，封鎖侵破，
密輸財産保全のための差押え，執行差押えまたはその他の差押え，2．被保
険者側の故意または重過失，3．被保険貨物の固有の環庇，虫害（被保険航海
中に発生した汚染によって生じたものを除く），気温の影響，運送中に生じる
通常の損耗等の性質損害，4．荷造りまたは積付けの不完全または不適合，
5．被保険危険によらない発送または到着の遅延，6、原子核または放射能の
危険、7．載争危険，ストライキ危険，政治的性格を帯びているかもしくは戦
争と関連した海賊行為，を免責する。
　「単独海損不担保」条件の第7条もほとんど同じであるが，以下に示す3箇
所について「オール・リスクス担保」条件の第7条の規定より免責範囲が若干
広くなっている。すなわち，
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　　（1）虫害（Ve・S　et　Ver皿i皿eS）に関する免責について，「オール・リスクス
担保」条件は1990年に一部改訂され，損害が運送に起因するか運送作業と関連
して生じたときは，保険者はこれらの危険を担保するが，「単独海損不担保」
条件では，一切の虫害が免責される（第3号）。
　　（2）「オール・リスクス担保」条件では，気湿の変化（i皿f1uence　de　la　tem－
pξrature　atmosphさ・ique）によって生じた損害が免責されているが，「単独海損
不担保」条件では，一切の温度変化の影響（influe皿ce　de　la　temp6rature）によ
る損害が免責される（同第3号）。
　　（3）海賊行為について，「オール・リスクス担保」条件では，政治的性格
を帯びているかまたは戦争と関連した海賊行為（piraterieS　ayant口n　Caractさre
pohtique　ou　se　rattachantゑla馴erre）のみが免責されるが，「単独海損不担
保」条件では，性格のいかんを問わず，すべての海賊行為が免責される（同第
7号d）。
　第7条に規定する危険は主として，運送の通常の偶然事故を構成しない危
険，および特に刑事上または行政上の結果を含めて，被保険者，その使用人，
代理人および権利所有者の過失または行為，関税法または商事法違反，および
梱包の不十分または不完全，貨物自体の性質（固有の環疵），取引上の損害
（相場の変動，引渡しの遅延に対する損害賠償金等）から生じる危険である。
　さらに，「被保険者の行為または過失」に関する免責は，「被保険者およびそ
の他保険金受取人の故意または重過失の結果」に隈られるということに注意す
る必要がある。したがって，免責を生じるのは故意（intentiomelle）または重
過失（i蝸Cu§ab1・）に限られている。また包装の欠如，不十分または不適合が
免責事由となっているが，これは運送に対して一般的方法でなされる貨物の包
装の状態や準備の状態で判断される。また，たとえばコンテナによって積送さ
れる場合に，被保険者によって行わ牝る積込みや据付けに対しても免責の対象
になる。さらに，貨物の発送または到着の遅延によって生じる損害（物理的滅
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失および損傷）は，それが保険証券に列挙された海上危険によって生じた場合
を除いて，免責される（主として「単独海損不担保」の場合）。また，平時で
あると戦時であるとを問わず，原子核の使用または開発から生じる核の危険
は，一般に絶対免責の対象となるはずであるが，フランス市場の保険者は，
Waterbomeタイプの限定的な担保を提供している。すなわち，海上にあって
原子カを利用する船舶については，一定の火災または平時の原子核事故から生
じる損傷および滅失を負担している（後述参照）。
8－5、その他の保険条件
　もちろん，保険者は「オール・リスクス担保」条件または「単独海損不担
保」条件のいずれかの条件でしか保険を引き受けないというわけではなく，こ
れらは主要な保険条件の二つにすぎない。被保険者がその個々の要求に応じた
担保を利用し，担保範囲を拡張したり制限したりする非常に多種多様な保険条
件が存在する（単独海損絶対不担保，金損・共同海損のみ担保，重量および数
量の喪失・増値を除くオール・リスクス担保，売買契約に伴い交付される元の
保険証券と異なる条件が発生した場合を除くオール・リスクス担保など）。た
とえば，ほとんど単独海損を被ることのない貨物は当然「単独海損絶対不担
保」条件（FAP　absolument）で保険を付けることができるが，その場合，全
損，一定の委付事由および共同海損分担額のみがてん補される。
　逆に，貨物が「単独海損不担保」条件で保険に付けられたが，輸出業者がこ
の条件の保険ではカバーされないような事故について懸念すべき理由があると
きは，彼はこれらの事故の結果について担保の拡張を要求することができる。
さらに，信用状の条件や国際商取引の慣行に適合させるために，被保険者はこ
れらと異なる条件で保険を付けることができる。
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8－6、危険負担の統一性と継続性
　複合運送の手段がどのようなものであれ，異なる運送手段が連続して利用さ
れるときには，被保険者は，自己の貨物が一つの契約で中断なく保険されるこ
とを望むのは当然である。海上運送が必ずしも主要な運送でないときでも，貨
物の海上保険証券が危険負担の統一性と継続性を実現しており，これはわが国
をはじめ他国の場合と変りはない。かくして，たとえばパリから日本の東京ま
で貨物が輸送される場合に，まずはじめはル・アーヴルまで鉄道で，次いで横
浜まで船で，そしてそこから東京までトラックで運送されるときでも，貨物は
全行程を一枚の保険証券でカバーすることができ，この場合，海上運送だけが
行われるのではなくても，このフランス貨物海上保険証券をもって保険される
のである。
　しかしながら，海上以外の運送行程への保険証券の適用は，運送行程の一部
に海上がある場合にのみ認められる。海上航海がなければ，海上保険証券を利
用することはできない。その場合には，被保険者は陸上運送貨物保険，航空運
送貨物保険または河川運送貨物保険等を利用することになる。その上，運送期
間の長さのいかんを問わず，荷主は白己の貨物が運送の危険にさらされる全期
聞にわたって保険される必要がある。保険約款第8条は，彼に対して航海の閑
始から終了までの完全な担保を提供している。すなわち，「保険は，被保険貨
物が被保険航海開始の地の倉摩を離れた時に閑始し，上記航海の仕向地におけ
る荷受人，その代理人または権利所有者の倉庫に入った時に終了する。」
　したがって，これは「倉庫から倉庫まで」（mag置Sin自肌agaSin）の担保であ
る。しかしながら，荷受人が貨物の引渡しを受けるのが遅れたために，貨物が
仕向地に長期聞滞留することがあるため鶉保険証券は担保期剛こ隈度を定めて
いる。すなわち，「保険期聞は，最終航洋船舶から被保険貨物の荷卸しを完了
したときから起算して60日の期問を超えることができない」（第！！条）。この規
定は英国で長い間行われている「運送条項」に倣って導入されたものである。
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例外的に，保険者は担保を拡張して，担保期間を延長し，航海の危険ばかりで
なく，一定の場合に仕向地での資材の組立てや設置の危険までも担保を引き受
けることがある（たとえば，工場設備など）。
　甚大な損害をもたらす恐れのある戦争危険については，通常危険を担保する
保険者は運送の海上都分のみを負担する（Waterbomeのみ担保）。しかしなが
ら、運送の開始から終了まで戦争危険を担保する特約もあり，したがって、戦
争危険について，時間と場所の両面で，倉庫から倉庫までの通常危険の保険に
対応させることが可能となっている。
8－7．保険価額
　希望利益（bξnさ自ce　espξr6）を考慮に入れて，被保険者は1983年までは貨物
の原価に20％を加算することができた。その後，この加算は制限なしで行うこ
とができるようになった。唯一の条件はその保険可能性のみである。すなわ
ち，その利益は損害発生の場合に正当に証明されなければならない。正当であ
ると証明されなければ，保険可能な希望利益の額は，あらかじめ定められてい
る通り，原価の20％に制限される。さらにまた，加工品については，その再取
替え価額を保険することができる。これは宝飾品および手作業で作られる商晶
の供給者を満足させるために設けられた解決策である。事実，経験によって，
高度に細分化されたこのような財については，海損が発生した場合に，これら
の再取替えの方が修繕するよりも被保険者の利益そのものにとって好ましいと
いうことが証明されている。しかし，取替え費用の保険は，契約時に選択決定
されなければならず，損害発生の時にこれを選択することはできない。
8－8．当事者の義務
8－8－1．被保険者による義務の不履行がある場合の制裁についてば，1967
年7月法（およびとりわけ保険法典L．172－2条およびL．172－3条）に定めら
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れている。すなわち，危険の性質について被保険者の不実告知がある場合に
は，契約は無効，被保険者による危険の増加がある場合には，契約は解除，被
保険者が貨物に関するすべてのことに関して合理的な手段を講じなかったと
き，被保険者が滅失および損傷を防止しもしくは軽減するための保全措置を講
じなかったとき，または損害発生時に，契約で定められた期閏内に海損精算人
（comissaire　d’avaries）を要請しなかったときは，保険金の削滅または保険金
講求権の喪失などである。約款でも，契約締結時，契約期閏中，損害発生時お
よび損害の証明時に遵守すべき被保険者の義務について，ほぼ同様の規定を置
いている。損害の証明時に招請すべき海損精算人には二種類がある。CESA
M〔13に属する海損精算人と，CESAMに属さず，別の組織に属するか個人の資
格で仕事をする独立した海損精算人である。前者は，損害が発生したとき，委
嘱された職務の範囲内において保険者の利益を代表して，損害を証明し，その
予防軽減に協力する。いずれにしても，保険者は，被保険者側から保険金の請
求があったとき，彼らの提出する海損証明書（1esce・舳c．tsd’a・aries）に従っ
て保険金の精算を行うことになる。
8－8－2、保険者に課される義務は，主として保険金の精算に関するもので
ある。保険者の負担した危険が発生したとき，過小評価をしていた被保険者の
ために，割増保険料の支払いにより保険価額を評価し直すことが認められてい
る。
　保険金は呈滅失または損傷を正当に証明する書類の提出後運くとも30日以内
に，保険証券の原本と引き換えに支払われる。担保された危険によって物理的
損傷または滅失が生じたために運送途中で売却される場合には，保険金は保険
価額と売却正味価額との差額を支払ういわゆる救助物差し引きてん補（s包1va－
ge－1o§s　sett1鋤e皿t）が行われる（第2ユ条）。
鱒　P，9参蟻邊
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8－8－3．フランスの海上保険契約において特筆すべき特徴は，今も委付
（dさlaiSSement）に基づく保険金精算が行われるということである。貨物が被る
損傷は，通常は海損に基づく精算の対象であって，保険金受取人は貨物を元の
状態に回復させる義務を負っており，彼は海損精算人によって評価された損害
額に墓づいたてん補を受けるのであるが，例外的に，委付に墓づいて精算がな
される。すなわち，被保険者は自己の貨物を保険者に提供し，その所宥権を保
険者に移転して，保険金額全額の支払いを受けるのである。
　フランス貨物海上保険証券では，委付事由として次の三つの場合を規定して
いる。すなわち，（1〕貨物運送船舶の行方不明の場合（最後の消息があった時か
ら起算して4か月の行方不明期間経過後に委付を行うことができる），（2漣送
人が航行不能を宣言した時から起算して4か月以内に，被保険貨物を仕向地に
継搬するための代替船を手配できないとき，そして（3）保険者の負担に属する滅
失または損傷が保険価蟹の少なくとも4分の3に達したとき，である。
9．フランス陸上、航空およぴ河川運送貨物保険証券
　いかなる海上運送も伴わない積送品については，保険者は，陸上（遭路およ
び鉄道），航空および河川で運送される貨物を担保するために，特別の保険証
券を荷主側に提供している。陸上および航空運送貨物保険証券については，隆
上保険に関する！930年7月13日法によって律せられるが（保険法典L，111－1
条ないしL．121－17条），その担保とメカニズムについては海上保険契約によっ
て大きく影響を受けている。
9－1　陸上運送貨物の保険
　ユ990年11月7日制定，1993年11月3日改訂のフランス陸上運送貨物保険証券
は，もっぱら陸路で運送される貨物，すなわち「現在実施中の規則および一般
に釦られる商慣習に従って」，鉄道または陸路の公共運送人（郵便局を含む。）
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によって運送される貨物を担保する。しかしながら，フランス本国の沿岸諸島
を仕向地または仕出地とし，積み卸しされることなく運送される貨物について
は，本保険による担保を継続できることに注意する必要がある。
　この保険証券は，主として二つの担保条件を用意している。一つは貨物の行
方不明および盗難の担保を含む「オール・リスクス担保」条件であり，もう一
つは運送中の貨物が保険証券に限定的に列挙された事故（運送用具の追突また
は衝突，脱線，火災，洪水，地震等）が発生した結果被る損傷および物理的滅
失ならびに重量または数量の喪失を担保する「限定危険担保」条件である。
　担保は，発送の準備を整えた被保険貨物が運送開始の地の倉庫を離れた時に
始まり，上記運送の仕向地における荷受人，その代理人または権利所有者の倉
庫に入った時に終わる。したがって，これは「倉庫から倉庫まで」の担保である。
　仕向地の運送人が貨物を占有した日から起算してユ5日の期間の経過後に担保
は終了する。また，被保険者，その使用人または権利所有者の行為によって通
常の運送期間が延長された場合にも，反対の特約がない限り，被保険貨物の穣
送が停滞して15日後に担保は終了する。被保険者は，貨物の実価の20％増の保
険価額を定めることができる。
　しかしながら，海上保険証券と同様，加工品について，損害発生時に貨物の
取替えが正当であると証明されたときは，特約と遣加保険料の支払いとによっ
て，取替え価額を保険価額とすることができる。
　免責危険は，実際上海上保険におけると同様である。しかしながら！以下に
示す特定の貨物は，反対の特約と特約に規定される追加保険料の支払いがなけ
れば，担保されないということに注意する必要がある。
　すなわち，貨幣，貴金属，紙幣，株券，債券、宝石，毛皮類および商品価値
を実質的な価額で測定する共運の尺度がない美術品や収集品（書画・骨董
類），生動物，食料品および傷みやすい加工食品壷危険品などであるρ
　戦争，ストライキ，暴動，騒動その他類似の危険は「載争危険担保」特別約
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款によって担保することができる（1977年11月28日制定，1992年2月26日改訂
の約款）。
9－2．航空運送貨物の保険
　貨物の航空輸送は近年著しい増加を示している。航空機で輸送される貨物の
トン数は，ユ996年には2，200万トンを超えている。また，世界全体のエアー貨
物専用機は，ユ995年には1，200棲を超え，2000年には1，500機を超えている。
　ブランス航空運送貨物保険証券（1990年ユ0月25日制定）は，被保険貨物が被
る滅失および物理的損傷について輸送の全危険を担保する。担保の継続性を確
保するために，航空輸送に付随する前後の陸上輸送も契約によって担保され
る。すなわち，この場合も「倉庫間」担保である。航空運送貨物保険証券は
「オール・リスクス」担保である。貴重品（貨幣，貴金属，紙幣，高価品等）
の輸送については特約がある。さらに，航空機の完全な破壊，衝突，爆発，火
災等，「不可抗力による事故」のみを担保する約款で引き受けられる一定の危
険に制限される条件もある。
　担保の開始時期については，海上保険証券と同様に規定されている。すなわ
ち，危険は発送の準備を整えた被保険貨物が予定の運送開始のために最初の倉
庫を離れた瞬間に開始する。しかし，危険の終了については，海上保険証券の
場合と異なる規定がある。すなわち，仕向地の空港に到着した日から起算して
15日が経過した時に，危険は終了する。しかしながら，特約および特別の遣加
保険料によって，貨物が荷受人の倉庫に入るまで担保を延長することができる。
　免責危険，被保険者の義務，滅失および損傷の証明および精算についての規
定の全体は，貨物海上保険証券の規定とほぽ同じである。
9－3、河川運送貨物の保険
河川および湖沼の保険契約を律する規定を保険法典第1編第7章に織り込ん
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だユ992年7月16日法によって，河川の保険は海上保険法の原則に従う。また，
海上貨物保険証券に倣って，河川で輸送される貨物の保険は「オール・リスク
ス担保」または「主要危険のみ担保」の条件で引き受けられる。したがって，
河川運送貨物保険証券には二つの印刷様式（1997年10月30日制定）がある。
9－3－1．「オール・リスクス担保」の条件の保険では，保険は貨物が河川
輸送の目的で河川運送人または運送補助者に引き渡された時から，すべての貨
物に適用される。また，貨物は河川輸送に付随する陸上輸送中の危険も担保さ
れ，「倉庫から倉庫まで」担保される。この担保は，貨物海上保険証券のよう
に「新品貨物」に適用されるばかりでなく，特別約款に規定されているような
貨物にも適用される。この保険は，全部のまたは一部の盗難，ならびに一つま
たは複数の梱包の行方不明を担保する。包装されないままの状態で輸送される
貨物については，不着は主要危険の結果生じた場合にのみ担保される。
　この保険証券は，固有の意味の河川輸送，すなわち「国内交通網と緒んだ海
港の波止場を越えない輸送，および「海路にある海上ブイ」を越えない輸送に
のみ適用されるということに注意する必要がある。
9－3－2．「主要危険のみ担保」の条件の保険では，貨物が限定的に列挙さ
れた危険，すなわち難破，転覆，座礁，輸送船舶の衝突または追突，輸送用具
の追突，衝突，火災，爆発，建物・橋梁の倒壊，洪水，河川の氾濫等によって
損傷または滅失した場合にのみ適用される。
9－3－3．上の二つの条件の保険には，同じ免責危険が設けられている。す
なわち再貨物海上保険証券にも同様に規定されている古典的な免責条件であ
る。「オール・リスクス担保」条件では，遅延に引き続いて貨物が被る滅失お
よび物理的損傷，重量または数量の喪失は，圭要危険によって生じた場合にの
みてん補される。
　宝石、有価証券類，美術品，生動物ならびに危険品に分類される貨物は特約
がなければ担保されない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　335
　74　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第406号
　最後に，「保険の期間および場所」，「保険価額」，「当事着の義務」，「訴訟手
続きに関する規定」等の規定は，貨物海上保険証券から直接導入された。
10．戦争危険および類似危険の保険
10－1．戦争危険担保の変遷
　歴史的に見ると，海上保険者は長い問，同一の契約で海上危険と戦争危険を
同時に担保してきた。19世紀まで使用されていた海上保険約款は，フランスに
おいても英国においても，海上危険と鞍争危険の担保を明定していた。さらに
担保危険のリストの中で，「人間の暴力的行為」が「海の危険」よりもずっと
重要な地位を占めていたことを知ることができる。
　こういった方式が放棄され，海上危険と戦争危険を普通約款とそれとは別の
特約によって別個に負担するという慣習が行われるようになったのは，ユ9世紀
末以降のことである。今日でも，船舶保険と運送貨物の保険の実務はいずれも
このような状況である。フランスでは，この両危険を区別するために「通常危
険」（risques　ordi皿aires）と「戦争および類似危険」（risques　de　guerre　eモas－
SimilξS）という言葉が憤習的に使用されている。
　こういった歴史的な流れの中で，ユ938隼に，Waterbome　Agre㎝entが発効
したことが強調されなければならない。これはロンドン市場のイニシアティヴ
によって海上保険者間でなされた協定であって，海上運送貨物については，戦
争危険の担保は積荷が航洋船舶に積まれた時から荷卸しされる時までの間の期
間に隈られるというものである。この協定は，戦争期問中海港への貨物の集積
は保険者にとって負担に耐え得ないような甚大な損害を生じる可能性があると
いう事実によって正当化された。もちろん，いくつかの特例が認められたが，
原則は全体として巌格に違守された。戦後，Wate．bome　Ag．eementは改訂さ
れたが，フランスの海上保険者は基本的にはこれを遵守している。しかし実務
では、建造申の船舶，進水前の船舶，船架など地上にある船舶等についても戦
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争危険を同じく拡張担保している。さらに，フランス市場は，後にも見るよう
に，再保険中央金庫（1a　Caisse　Cent・a1・de　R6assu・a・ce：CCR）との競争か
ら，運送貨物について「倉庫から倉庫まで」の間戦争危険を担保することを認
めることができる特約を設けている（後述10－2－2参照）。
10－2，保険者による戦争危険担保のメカニズム
10－2r1，海上保．険に関する1967年7月3日法の規定
　同法は，保険者が戦争危険および類似危険に関して認めることのできる担保
の範囲および大きさについて定めている。同法第20条一その後，保険法典
L．172一ユ6条となる一は，海上保険の基本的担保から，戦争状態または交戦」
状態を意味する戦争行為（fort㎜es　de　guerre）と関連した内乱または外国との
戦争の危険ばかりでなく，海賊行為，あらゆる政府による捕獲もしくは享捕，
ならびに暴動，騒動，ストライキ，サボタージュおよびテロリズムを排除して
いる。
　保険法典に列挙されたこれらの免責事由はほとんど逐一貨物保険証券に再現
されている。海上保険者によって担保されない危険を列挙し，一方において内
乱または戦争危険を，他方においてあらゆる政府による捕獲もしくは掌捕なら
びに暴動もしくはストライキの危険を別の段落に規定することによって，フラ
ンスの立法者は海上危」険の保．険の基本的担」保からこれらの危険全体を，それら
が交戦状態と関違していると否とを問わず，排除する意思を明確に表明したと
いうことができる。
　同様の配慮から，戦争危険の保険者は，特約の形でω，海上危険を担保する
04海上運送貨物の保険における戦争およ籔その他類似の危険を担保すゐ特絢（1979年6月30日制
　定，1983隼6月30圓および／990年2月16日改…訂）oフランス市場はまた，鎌道，国内航路または航
　空運遂貨物保険の戴争およ渉その他類似の危険を担保する特約（ユ9η年ユ！月28日制定，！992年2月
　ユ6日改訂）も被保険者に・援供している鉋
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保険証券の下で免責されるこれらの危険の全部を担保するのである。このメカ
ニズムは船舶保険および貨物保険のいずれにも共通である。現在フランス市場
で実際に使用されている特約では，戦争危険の担保は以下の危険によって生じ
た損傷および滅失にも拡大されている。
　　一内乱または外国との戦争，敵対行為，報復（reprξsai1les），魚雷（tOτ一
　　　pi1les），機雷（mineS）その他すべての兵器，および一般にすべての鞍
　　　争の事故および危険，ならびに政治的性格を帯びているかまたは戦争と
　　　関連したサボタージュ行為およびテロリズム
　　ー原子核構造の変化によって爆発する武器または兵器
　　一政治的性格を帯びているかまたは戦争と関連した海賊行為
、一あらゆる政府または何らかの公権力による捕獲，傘捕，拘束，差押え，
　　　拘留，抑止（mo1eStationS）または抑留
　　一暴動（6meutes），騒動（mouvements　populaires），ストライキ，ロック
　　　アウトおよびその他類似の行為
　かくして，その発生が担保される危険を個別に切り離し，別個の特約にこれ
らを列挙することによって，戦争危険の保険者は，これらの危険が交戦状態に
関連していると否とを問わず，これらの危険の全部を負担するのである。核兵
器の使用と核の民聞開発の結果としての利用との間に区別がなされている。前
者から生じる損害の結果は戦争危険の保険者によって担保される。海賊行為に
ついても，今は区別がなされている。すなわち，ある者の私利私欲のためにな
される海賊行為の結果として生じる滅失および損傷は，海上危険の保険者に
よづて担保される。最後に，捕獲または享捕の結果生じる保険の目的物（船舶
または貨物）の没収の危険も，没収についての惰報を得た日から起算して相当
な期間経過後に，戦争危険の保険者によって担保される。
　これらの特約は，同一の利益について海上危険を負担する保険契約を補完す
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るものであり，その契約に先立ち，あらかじめ被保険者が「通常危険担保」の
条件で海上危険を負担する保険契約を締結していたことを前提とするもので
あって，これらの特約だけを独立して保険することはできないということを強
調する必要がある。
　同様に，もし損害の原因を立証することができない場合には，契約は海上危
険によって生じたものと’推定されることに注意しなければならない。これは以
下の文言によって規定されている。「損害が戦争危険を原因とするか海上危険
を原因とするかを立証することができないときは，それは海上危険によって生
じたものと推定される」（保険法典L．172－17条）。さらに，「特約」は，保険の
目的物を保険者に委付することのできる場合を規定している。すなわち，担保
危険によって生じた占有奪取（d6poSSesSiOn）または処分不能
（indisp㎝ibilitξ）の場合である。この占有奪取または処分不能の惰報を得た時
から起算して9か月が経過したときに，船舶または貨物を保険者に委付するこ
とができる。最後に，担保危険の特殊性を考慮して，保険者および被保険者
は，あらゆる場合に保険契約を解除する可能性を留保している。場合によって
保険契約は新たな担保条件と保険料をもって更新することができる。
10－2－2．「出発点から到達点まで」の保険
　再保険中央金庫との競争から，フランスの海上保険者は，運送貨物につい
て，フランス国内の顧客に対して固有の意味の海上運送期閻ばかりでなく，海
上航海の前後の降上滞留中または移動中についても，戦争危険その他類似の危
険を担保する特約を提供している。
　このいわゆる「出発地から到達地まで」（bout　en　bout）の保険証券蝸は，
貨物が荷送人の倉庫を離れた時から最終仕向地まで継続する担保を提供するも
蝸　海上運送中およびそれに付帯する運送中ま走は帯留中の戦争危険その他類似の危険を担保するヲ
　ランス貨物保陰証券（！9蛎隼5月5日制定享！992年1！月ユ日改訂）。
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のである。しかしながら，積込みまたは陸揚げを待って陸上または船舶内に滞
留している問の担保期間については，一定の条件が課されている。したがっ
て，この契約はWaterbome　Agreementに反して，顧客が希望する担保の延長
を認めるものである。載争危険の担保は。航海にも，また場合に応じて貨物の
予定保険や航洋船の期間保険にも適用される。
　それ自体非常に変化が激しく，不安定な政治情勢や社会情勢や軍事情勢に応
じて直ちに改訂する必要のある戦争危険担保の特殊性を考慮して、保険者は常
に短期問の予告をもって短期間で契約を解除できる可能性を留保している。も
ちろんゴこのような解除によっても，新たに生じた状況を考慮した契約の再交
渉，危険の増加に応じた保険料率の再調整は可能である。
　　　　　　　　　　　（本研究は徳井基金による研究の成果の一部である。）
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